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子 母 子 共同対象 その他 不明 要求・ 協同・ その他指示 共感
A児 事前 31 49 11 19 18 1 19 22 8
22.4% 38.8% 36.7% 2.0% 38.8% 44.9% 16.3%
事後 26 49 2 26 20 0 2 38 8
4.2% 54.2% 41.7% 0.0% 4.2% 79.2% 16.7%
B児 事前 34 94 18 33 42 1 7 75 12
19.1% 35.1% 44.7% 1.1% 7.4% 79.8% 12.8%
事後 21 58 20 30 8 0 0 52 6
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図3　B児の母親の発話時の注意の対象
て好ましい行動に注目することや、好ましくない行動からの切り替わりで声をかける、と
いう日常全般的な関わりをテーマとして扱う。そして、毎回のセッションで、そこで扱っ
た関わりのテーマに関連して、それぞれの親が試してみたい場面を具体的に想定し、次の
セッションまでに家庭で意識的に実践し、次回のセッションでその成果を報告し合う。こ
のプロセスの中にある、「子どもの行動にていねいに注目すること」「日常生活の中で実践
すること」の二点が、親が自由な遊び場面でも子どもの行動に注目して、共感的に関わる
ことを促したのではないかと考えられる。
このような、ペアレントトレーニングを契機とした、親が特段意識せずに行う子どもへ
の働きかけの広汎な変化は、親子の関係の質を変える効果が非常に大きいと考えられる。
子どもの特定の行動問題に対応するための関わり方だけを親が学習する場合、その内容が
親の行動全般に影響を及ぼしづらく、対象となる問題行動への対応は可能になっても、別
の問題行動への対処には、新たなトレーニングが必要かもしれない。一方、行動全般の変
化によって子どもとの関わりが変化する場合、子どもの問題行動そのものが低減する可能
性があると同時に、関わり方全般の変化が多様な問題行動への潜在的な対応可能性を高め
ると考えられる。
②３歳代の子育て支援の重要性
本研究から、３歳代の発達段階は、発達に偏りがある親子にとって、子育てにおけるリ
スクが高まる時期であることが推察された。
一般に、３歳代は、歩行開始期以降強まる子どもの自己主張への対応に混乱が生じた親
子にとって、その混乱が大きく蓄積してくる時期であると言えよう。同時に、親にとって
は乳児期をすぎて、「もう３歳だから」と注目が薄れる時期でもある。さらに、年少のきょ
うだいの誕生などにより、３歳児に手をかけられる余裕が失われたり、親のストレスが増
加しやすい時期である。そのような状況の中で、親の子への注目は減少し、子は親の注目
を得るべく、親が注目せざるを得ない「好ましくない」行動を行うという悪循環が生じや
すい。
発達に偏りがある子どもの場合は、それがさらなるリスク要因となりうる。例えば、自
己主張と言語発達がアンバランスな場合、子どもは自己主張を言語で行えず、泣いたり、
かみついたりといった行動を通して自己主張したり、親のことばでの説得が理解できなか
ったりする。本研究の２組の親子も、同様の状態だったと推測される。
このような、親子の情緒的な混乱のメカニズムを親が理解し、具体的な対応をしていく
こと、類似した経験を共有する親同士で話し合うことなどは、３歳児の混乱に対応するた
めの、大変有効な支援になると考えられた。
③今後の課題
今後の課題として、次の 2点を指摘したい。
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発達に軽微な偏りがある3歳児の親子に対するペアレントトレーニングの有効性◎常田秀子
第一は、本研究の知見を一般化することである。本研究では、特に事前の自由遊びの様
子が特異的だと感じられた２事例を対象としたにすぎない。今後、より多くの事例で親子
の関わりの変化を具体的に把握することで、どのような親子にペアレントトレーニングが
有効かを明確にしていくことが必要となる。
第二は、ペアレントトレーニングを経て生じた親子の関わりの変化の持続性を確認する
ことである。支援の結果、親が深く意識しない養育行動に変化が及んだ場合、その変化が
持続するのか、新しい行動問題への対処のためにペアレントトレーニングで習得した内容
を自発的に応用するかなどを確認することは重要である。
以上の点を明らかにしつつ、ペアレントトレーニングの有効性と限界をより明確にして
いくことが必要であろう。
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